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1． はじめに 

 近年、高齢者を対象とした家庭廃棄物の訪問収集事業を実施する自治体が増えている。この事業は、主に家

庭ごみの分別や排出が困難な高齢者や心身障害者を対象として、家庭ごみを訪問収集するものである。著者ら

はこれまで、福岡県三潴郡大木町を対象として実態調査を実施してきた 1),2)。大木町で実施されている「高齢

者等ごみ出しサポート事業」は、65 歳以上の高齢者のみの 455 世帯のうち 24 世帯を対象に実施されている

（平成 25 年度調査時）。利用者アンケート調査からは、総じて満足度が高いこと、高齢者の見守り効果が出

現していること、自治体の環境政策への理解・関心の向上があること等が明らかとなっている 2)。また、国立

環境研究所では、全国の自治体を対象に高齢者に対するごみ出し支援の取り組み状況についてアンケート調査

を行っている 3)。それによると、声かけを行っている自治体のうち 4割が高齢者の不調やトラブルを発見した

ことがあり、早期発見から大事に至らずに済んだ事案が多いことがわかる。このように、高齢者を対象とした

家庭廃棄物の訪問収集事業には、高齢化社会における廃棄物対策の他、高齢者とのコミュニケーション促進や

安否確認等の副次的効果、すなわち高齢者への見守り効果や地域住民交流の活性化への効果についても期待さ

れる。本研究では、被対象者の生活の質（QOL）への影響を観察することで、高齢者等家庭廃棄物訪問収集

事業による副次的効果の定量評価を試みた。 

 

2． 高齢者等訪問収集事業の概要 

2.1．調査対象事業の概要 

 本研究では、北九州市内で実施されている２つの高齢者等家庭廃棄物訪問収集事業を調査対象とした。具体

的には、環境局が実施している「ふれあい収集」と、北九州市社会福祉協議会が実施している「ふれあいネッ

トワーク活動」である。「ふれあい収集」は平成 26 年 7 月に開始されたもので、ごみステーションに家庭ご

みを出すことが困難な世帯を対象に自宅の玄関先でごみを収集する事業であり、利用者は 129 件である（平

成 27年 7月末）。「ふれあいネットワーク活動」は北九州市内全域を対象に、高齢者世帯を中心とした見守り

対象世帯に対して話し相手や買い物支援などの「助け合い」の活動をしており、その一環としてごみ出しも行

っている事業である。見守り対象世帯は 11.2万世帯である（平成 26年度）。 

2.2．ヒアリング調査 

 上記 2事業を対象に、担当者にヒアリング調査を実施した。実施時期は平成 27年 11月である。 

・「ふれあい収集」についてのヒアリング結果 

共助による地域のつながりに配慮して、親族、地域、ボランティア等のサポートが得られている人は対象と

していない。また、安否確認については希望制としており、事業への申込書の提出時に希望の有無を記入する

ことになっている。実際には、介護ヘルパー等の利用によりすでに安否確認は可能との判断から、希望は少な

いとのことである。 

・「ふれあいネットワーク活動」についてのヒアリング結果 

上記でも述べたように 11.2 万世帯を見守り世帯としており、ごみ出しの実績は 2,000 件ほどある。ただし

それは、ごみ出しを行うことが難しい世帯への短期間のサポートが主であり、継続的なサポートが必要な場合

にはしかるべきところにつなげたり、行政との連携を行ったりもしている。すなわち、行政による事業とは異

なり、突発的な事態に対応するのが主であり、地域の連携により問題に即時対応できる活動であるといえる。 



3． 生活の質（QOL）への影響 

3.1．訪問収集事業への副次的効果 

高齢者を対象とした家庭廃棄物の訪

問収集事業には、前述したように廃棄

物対策という面だけでなく、高齢者福

祉の観点から表 1 に示すような副次的

な効果があると考えられる。このよう

な副次的効果を、利用者の QOL4)への

影響を定量的に把握することは、訪問

収集事業の総合的な評価につながり、

有用であると考える。 

3.2. アンケート調査 

訪問収集事業の利用者の QOL に対

する影響を評価するためにアンケート

調査を行った。調査項目は、訪問収集

事業による心理的・身体的な影響の有

無を問えるような選択式のアンケート

とした（表 2）。図 1に示すような因子

構造で QOL 関連項目を捕らえ、回答

者の回答（選択肢）を数量化すること

で QOLの変化を定量的に把握した。 

 

4． おわりに 

 調査対象とした 2 事業へのアンケー

ト調査により、事業形態や規模が異な

ることによるそれぞれの特徴がわかっ

た。また、アンケートによる QOL の

定量的な評価を、複数自治体で、かつ

経時的に実施することできれば、高齢者等家庭廃棄物訪問収集事業の意義と課題を総合的に捉えることが可能

になると考えられる。さらに、このような調査を上記 2事業とは異なる体制の事業に対して実施すれば、高齢

者等家庭廃棄物訪問収集事業のより多角的な総合評価に繋がると思われる。 
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表１ 訪問収集事業の副次的効果 

 

 

表 2 QOLへの影響評価のための調査項目 

 

 

 

図 1 QOL指標の因子構造 
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